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大会組織委員会より 
 
大会組織委員長 
高橋 基樹 
 
【第 11回春季大会について】 
 本ニューズレターの大崎満大会実行委員長による通知
の通り、2010 年 6 月 5 日（土）に北海道大学文系共同
機構棟にて、第 11 回春季大会を開催いたします。翌 6
月 6 日（日）には、同大学サステイナビリティ研究セン
ターと学会との共催にて、公開シンポジウム「先住民族
漁業の未来と地域開発」を開きます。北海道での学会大
会は初めてであり、多くの新しい論点や研究課題が打ち
出されるものと期待しております。奮ってご参加下さい
ますよう、お願い申し上げます。 
 予定している時期は、北海道は年間でもいちばんよい
季節のひとつとなります。あわせてお楽しみいただけれ
ば幸いです。 
なお、航空便・宿泊施設等が大変混み合いますので、
お早目の予約をお願いいたします。 
【第21回全国大会について】 
 既にご案内しております通り、第 21 回全国大会は、
2010 年 12 月 4 日（土）、5 日（日）に早稲田大学にて開
催いたします。学会創立 20 周年を兼ねた記念すべき大
会です。今からご予定をいただき、一人でも多くの会員
の方が参加下さるよう、お願いいたします。 
 
第11回春季大会（北海道大学）の 
ご 案 内 
（6月 5～6日、札幌） 
 
第 11 回春季大会実行委員長 
大崎 満 
 
 下記により、第 11 回春季大会を開催いたします。多
数ご参加くださるようご案内申し上げます。 
記 
1. 日 時：2010 年 6 月 5 日（土）～6 日（日） 
6 月 5 日  
9:30～17:45 個別報告・ポスター報告・共通論題セ
ッション 
18:00～19:30  懇親会 18:00～19:30（予定） 
6 月 6 日  
9:00～12:00 国際開発学会―CENSUS 共催・市民公
開シンポジウム 
「先住民族漁業の未来と地域開発」 
2. 会 場：北海道大学： 
〒060-8589 札幌市北区北 9 条西 9 丁目 
－ 2 － 
6 月 5 日 北海道大学 文系共同講義棟 
6 月 6 日 北海道大学 学術交流会館小会議室 
札幌キャンパス施設配置図：
http://www.hokudai.ac.jp/bureau/map/ 
sapporo.html 
3. 交 通：札幌駅北口から徒歩約 10 分 
4. 連絡先・問い合わせ先： 
大会実行委員会 
E-mail：jasid11@census.hokudai.ac.jp 
大会 HP. URL：
http://www.census.hokudai.ac.jp/jasid11.html  
5. プログラムの概要 
【共通論題シンポジウム】 
「日本からの開発論の再検討」 
 日本の開発・発展経験を途上国に伝えていく際の重要
な点は、日本の開発経験を過去形だけで捉えるのではな
く、現在的課題との連続性で捉えることあります。特に
北海道で国際開発学会春季大会を開催するにあたり、途
上国開発のみならず「北海道開発」を現在的課題として
改めて捉えなおし、「外なる途上国に一方的に働きかける
開発」から「自国（日本）の内なる構造を再認識し、外
との関係性を再定義する開発」への転換を図りたい。そ
こで、シンポジウムでは、グローバルな視点から開発論
を捉えなおす前提として、日本自身の開発の立ち位置を
問い直すことから「開発論」そのものを再定義すること
をテーマとする。 
座長：水野正己（日本大学） 
コーディネーター：木全洋一郎（JICA） 
【個別報告、企画セッション、ポスター報告】 
国際協力に関わる社会、経済、環境、文化などの広い
分野にわたる各種セッションを解説します。また、北海
道固有の課題や、北海道大学が推進する個別課題を取り
扱った企画セッションも行う予定です。特に 6 月 6 日の
国際開発学会―CENSUS 共催・市民公開シンポジウム
「先住民族漁業の未来と地域開発」では、会員のみなら
ず、広く道内関係者、一般市民にも開かれた議論の展開
を期待しております。 
【懇親会】6 月 5 日（土）共通論題セッション終了後、
会場キャンパス内で開催 
以上 
 
国際交流・渉外委員長からの 
メッセージ 
「交流しましょう・そうしましょう」 
 
  国際交流・渉外委員長 
(日本貿易振興機構アジア経済研究所) 
山形 辰史 
 
前期の2005年 11月から国際交
流・渉外を担当し、2 期目に入り
ました。国際開発学会は、会員が
皆それぞれに開発途上国と国際交
流をしているのが普通であるわけ 
で、学会がわざわざ国際交流する意義は自明ではありま
せん。それで当初は、自分が何をしていいか分からない
状態でした。 
 しかし 2008 年からは韓国国際開発協力学会(Korean 
Association of International Development and 
Cooperation: KAIDEC)との交流が活発になっており、
その交流の調整役を担当しています。この活動を通じて、
韓国の開発研究者、KOICA（韓国の JICA に相当）等の
方々とお会いしたり、メールでやりとりをする機会があ
り、自分自身、大いに刺激になっています。このような
韓国との交流の機会を当委員会や理事だけに留めず、広
く一般会員の皆様に提供できるよう準備を進めています
ので、今しばらくお待ちください。 
 このような交流を皆さんに勧めることには理由があり
ます。私はアジア経済研究所に勤めて 22 年になります
が、自分を含む周囲の研究者達が、「当初専門にしたトピ
ックと異なるトピックに参入することの難しさ」を共有
していると感じています。研究者として職業生活を始め
ると、取り敢えず最初は何かのトピックに没頭して、そ
れが面白くて仕方がない、という時期があるものですが、
その時期を過ぎ、別のトピックを研究し始めた時に、自
分が素人に戻ってしまうことに気づきます。いったん何
かの分野の「専門家」になった後に、「素人」に戻ること
は勇気や覚悟が要るものです。 
 そのような際に、外からの強い知的刺激や仲間の存在
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は貴重です。知的刺激は新しい分野に踏み込むことの勇
気を与えてくれ、仲間は彼らの専門分野にあなたを優し
く迎え入れてくれるでしょう（そうでないこともありま
すが）。私は、国際開発学会での活動や、KAIDEC との
交流を、これらのような目的で活用していただきたいと
思っています。研究者が「深さ」を追求することは自然で、
言うなれば引力に従うようなものなのですが、「広さ」を
確保するための努力は、「私は門外漢ですから」という免
罪符をもって、怠りがちになる嫌いがあります。国際開
発学会への参加も、そして、今や有力な他ドナーの一つ
である韓国との交流も、会員皆様の研究や開発活動の幅
を広げる手段として活かしていただけましたら幸いです。 
 
 
2010 年度国際開発学会賞： 
作品公募のお知らせ 
 
           学会賞委員会・委員長 
下村 恭民 
 
2010 年度の学会賞の候補作品を公募します。2008 年
1 月 1 日から 2009 年 12 月 31 日の間に公表された、国
際開発学会員の著作または学術論文が、学会賞の対象と
なります。応募される方は、自薦・他薦を問いませんの
で、5 月 1 日から 6 月 30 日まで（当日消印または発送
記録のあるものまで有効）の期間に、対象となる本また
は論文各 5 部（オリジナル 1 部、他はコピーで可）を、
下記の学会賞選考事務局宛に送付してください。1000
字程度の推薦理由を付した会員の推薦状（自薦・他薦を
問いません）を同封してください。 
なお、学会賞の応募作品および対象期間中に『国際開
発研究』に掲載された論文・研究ノート・報告書を対象
として、若手・中堅の作品に対する「奨励賞」を授与し
ます。 
国際開発学会賞選考事務局 
〒184-0005 東京都小金井市桜町１－２－４３ 
下村 恭民 
電話：０４２－３８４－４３８０ 
FAX：０４２－３８８－０１１０  
E-mail: y-shimomura@movie.ocn.ne.jp 
国際開発学会賞選考内規 
１．会員の研究を奨励し、研究成果の顕彰並びに広報を
目的として「国際開発学会賞」（以下、「学会賞」と言
う）を設ける。審査対象は、国際開発にかかわる諸問
題に関する研究成果をとりまとめて公表された文献
（著作、論文）とし、単独研究・共同研究の別を問わ
ない。使用言語は日本語または英語とする。 
２．学会賞に「優秀賞」と「奨励賞」を設ける。 
３．優秀賞は、国際開発の分野で新しい知見を示し、国
際開発学の進歩に貢献するような著作、論文とする。 
４．奨励賞は、若手研究者による業績、及び実務家によ
る実体験に基づいた理論構築の業績を対象とする。学
会賞への応募著作及び『国際開発研究』に掲載された
研究論文・研究ノート・報告書から選考する。 
５．対象文献の執筆者は、国際開発学会の会員であるこ
とを要し、共同研究の場合には、主たる執筆者が会員
であれば審査の対象となる。 
６．学会賞の選考は年 1 回とし、審査対象文献は前々年
の 1 月 1 日から前年の 12 月 31 日まで（2 年間）に公
表されたものとする。優秀賞の候補については公募を
行う。応募者は、別途定める応募期間内に、所定の宛
先に、当該著作 5 部（原本 1 部、残りはコピーで可）
を送付すること。自薦・他薦を問わない。 
７．学会賞委員会は、『国際開発研究』に掲載された研究
論文・研究ノート・報告書及び応募のあった著作・論
文の内容を審査した上で学会賞各賞候補を決定し、そ
の結果を会長に報告する。学会賞委員会委員長は、必
要に応じ、同委員会の委員以外の者に意見を求め、審
査を依頼することができる。 
８．会長は、審査結果を常任理事会、理事会に諮り、学
会賞各賞の決定を行う。学会賞の表彰は、国際開発学
会全国大会総会において行う。 
 
第 21回全国大会 
【学会創立 20周年記念大会】 
（早稲田大学）のお知らせ 
（12月 4～5日、東京） 
 
 第 21 回全国大会実行委員長 
勝間 靖（早稲田大学） 
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 国際開発学会第 21 回全国大会（学会創立 20 周年記念
大会）は、2010 年 12 月 4 日（土）および 5 日（日）に
早稲田大学の早稲田キャンパス
（http://www.waseda.jp/jp/campus/waseda.html）にお
いて開催されます。手帳に書き込むなどして、予めスケ
ジュールに入れておいて頂けると幸いです。本年は学会
創立 20 年目にあたりますので、第 21 回全国大会は創立
20 周年記念大会として行います。20 周年記念シンポジ
ウムなどの特別企画も予定されておりますので、奮って
ご参加ください。大会実行委員長は勝間靖（常任理事）、
大会事務局長は黒田一雄（理事）という実施体制で、皆
さまをお迎えする準備を進めております。詳しくは、追
ってご連絡いたします。 
 
20 周年記念事業の現状ご報告と 
ご支援のお願い 
 
20 周年記念事業特別委員長 
下村 恭民 
 
昨秋の全国大会の会員総会で、国際開発学会 20 周年
記念事業として、「若手研究者の国際交流・人材育成支援
（JASID-COE）」「国際開発学会 20 年記念誌の刊行」
「2010 年秋季全国大会でのイベント」「開発研究の方法
論の再検討：フィールド調査のあり方を問い直す」をご
承認いただき、20 周年記念事業特別委員会の陣容を拡充
しつつ、全力をあげて実施に取り組んでおります。この
機会に実施状況をご報告し、改めて学会員の皆さまのご
助言、ご支援、ご協力をお願いする次第です。 
途上国の若手研究者をパートナーとした若手学会員の
国際共同研究のうち、トップレベルの研究計画に対して
100 万円までの研究助成を行う「JASID-COE」につい
ては、2010 年 1 月 25 日づけで、学会ホームページに公
募要領を発表し、公募期間（2 月 26 日締切）に 9 件の応
募がありました。さまざまな専門領域から積極的な応募
をいただき、ご協力に感謝しております。現在、審査の
準備を進めており、春季大会（ポスター・セッション）
での中間審査を経て、12 月の全国大会で最終審査結果を
ご報告する予定です。審査委員をご依頼した方には、ご
多忙の中を誠に恐縮ですが、若手学会員のさらなる発展
のために、ご助力をお願いします。 
国際開発学会 20 周年にあたり、これまでの学会の歩
みを記録し、将来につなげるために、「国際開発学会 20
年記念誌」を発刊することとなり、多くの学会員の方々
に寄稿をお願いしておりましたが、締切の 3 月末までに
多数の貴重な原稿をいただきました。年度末のご多忙の
中をご協力いただいた皆さまに、改めて篤く感謝いたし
ます。本年 10 月の刊行をめざして、西川会長を中心と
した小委員会が、原稿の取りまとめや編集作業に入って
おります。 
12 月の全国大会での記念イベントについては、「グロ
ーバリゼーションの転換期における開発協力の新しい展
開」（仮題）をテーマに取り上げ、全国大会の主催校であ
る早稲田大学と協議しつつ、企画の詳細を詰めておりま
す。次回のニューズレターで企画の概要をご紹介したい
と思います。 
「開発研究の方法論の再検討」のテーマを掲げて、フ
ィールド調査のあり方を中心に、学会員の皆さまと一緒
に考えていきたいと考えております。その第一歩として、
学会員を対象としたアンケート調査を実施し、調査の結
果などを踏まえて、12 月の全国大会でセッションを設け
る方向で進めております。学会員の皆さまのご協力によ
って有意義な成果につなげたいと考えますので、ぜひよ
ろしくお願いいたします。 
 
支部・研究部会の活動報告 
 
関西支部報告 
支部長：小川 啓一（神戸大学） 
 
関西支部では、米国教育開発アカデミーの Elizabeth 
Leu 氏をお招きして 45 回目の研究会を開催しました。 
＜第45回関西支部研究会＞ 
開催日：2010 年 2 月 22 日（月） 
17：30－19：30 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 
４階プレゼンテーションルーム 
－ 5 － 
テーマ： 「Education for All in Post-Conflict  
Environment: The Case of Southern Sudan」 
発表者： Dr. Elizabeth Leu (Senior Advisor,  
Academy for Educational Development) 
参加者： 25 名（うち会員 17 名） 
次回の研究会は在イエメン日本大使館の山口又宏氏
をお招きして 46 回目の研究会を開催します。ふるって
ご参加ください。 
 
＜第 46回関西支部研究会＞ 
開催日：2010 年 4 月 21 日（水） 
17：30－19：30 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟  
大会議室 
テーマ：「イエメンと開発 
－アラビストから見た一考察－」 
発表者：山口 又宏 氏 (在イエメン日本大使館参事官) 
 
広島支部報告 
 
支部長 池田 秀雄（広島大学） 
 
広島支部では、2009/10 年度第 2 回支部研究会を開催
しました。また、「平和貢献 NGOs ひろしま」との共催
で、「ひろしま平和緊急支援隊（仮称）」の創設に向けた
3 回の研究会実施に参画しました。 
2009/10 年度第 2回支部研究会 
日時：2 月 26 日(金) 17:00-18:30 
会場：広島大学大学院国際協力研究科・小会議室 
報告者：Larry Chow（Hong Kong Baptist University） 
タイトル：Chinese Energy Policy and Global Warming 
Chow 氏からの報告においては、まず近年の中国経済
とエネルギー消費の状況を概観したうえで、エネルギー
効率の低さ及び表裏一体である経済のエネルギー集約
度の高さといった問題に直面していることが示された。
この問題を克服するために、エネルギーの節約が政策の
焦点となっている。地球温暖化との関連でも、クリーン
コール技術、天然ガス利用の拡大、再生可能エネルギー
や原子力などが注目されていること、こうした対策の技
術的経済的な利用可能性について、現状と将来の見通し
についての説明があった。 
「ひろしま平和緊急支援隊（仮称）」の創設のための
研究会 
平和貢献 NGOs ひろしまでは、国内外で大規模な災
害が起こった際に支援活動を行う組織の創設を計画し
ています。2008 年度より①創設に向けての組織作り、
②緊急支援で必要となる知識・技能の習得を目的に研究
会を行っていますが、支部としてもこの取り組みを支援
する観点から研究会を共催することにいたしました。研
究会では、海外プロジェクトで直接役立てられるような
①海外での危機管理 ②事業開発・事業計画 ③プロジ
ェクトマネージメント④財務・会計などをテーマに議論
を行っています。学会支部としては、こうした実務に関
わる議論を進めると同時に学術的なテーマの検討が進
むことを期待しております。これまでに開催した共催研
究会は以下の通りです。 
 
第 1回研究会 
日時：2010 年 1 月 23 日（土）13：30～16：00 
内容：研究会の活動方針やゴールの検討と今年度の研究
会の内容の検討を行いました。 
 
第 2回研究会 
日時：2010 年 2 月 26 日（土）13：30～16：00 
内容：ひろしま平和緊急支援隊の設立にあたり、具体的
に①名称の再検討、②資金調達の方法、③人材確保
の戦略について議論しました。 
 
第 3回研究会 
日時：2010 年 3 月 27 日（土）13：30～16：00 
内容：第 2 回の研究会に引き続き、具体的に①人材育成
の教育内容、②ネットワーク構築の方法について議
論しました。 
会場はいずれも広島経済大学興動館 
平成 22 年度も同様の研究会開催を計画しております。
支部研究会同様、多くの支部会員の参加をお待ちしてお
ります。 
※平和貢献 NGOs ひろしまは、国内外のさまざまな災
害による被災者や難民、その他支援を必要としている
人々への緊急人道支援及び復興支援、さらには自立生
活支援等の社会開発支援活動を行う NPO 法人です。 
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東 海 支 部 
 
支部長： 穂坂 光彦（日本福祉大学) 
 
国際開発学会東海支部 2009－2010 年度 
今後の研究会開催予定は次のとおりです。 
5 月：名古屋大学、日本福祉大学 
6 月：鈴鹿国際大学 
7 月：「日本の開発経験」合宿 
9 月：富山大学、中部大学 
10 月：総会・シンポジウム 
国際開発学会東海支部事務局 
（JASID-Tokai Secretariat）連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支部事務局長：伊藤かおり 
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の報
告はレフリー付きです。 
＊支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連絡
先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
＊学会員の方で、東海地域に在住・在勤・在学の方は、
支部会員としてご登録ください。登録を希望する方は、
事務局までご連絡ください。東海支部の会費は無料で
す。ＭＬでの情報提供などを行っています。 
 
  「生活改善アプローチの開発 
協力への適用」研究部会 
（略称「生活改善」部会） 
 
主査： 柳原 透（拓殖大学) 
tyanagi@ner.takushoku-u.ac.jp 
 
本部会は、2006 年 11 月 25 日の理事会・会員総会で
設立が承認され、2007 年 11 月 24 日の理事会・会員総
会および 2008 年 11 月 22 日の理事会・会員総会で継続
が承認された。毎回、生活改善アプローチと(and/or) 開
発協力 に関心を持つ多くの方々の参加を得て、自由闊達
な情報交換、討議、交流の場を提供してきた。また、本
研究部会の運営に当たっては、実務界の関心に適切に応
えその成果が有効に活用されるよう、企画・実施・点検・
評価の全段階において実務界との密接な関係を持つこと
に努めてきた。その重要な一環として、JICA 筑波セン
ターの研修および技術協力プロジェクトに関して同時進
行での連携関係を構築することができた。2008 年 1-3
月には、それまでの活動を踏まえて検討会と研究会での
討議を通じて今後の方針の再検討を行い、以下のような
方針についての大筋においての合意を得た。 
「生活改善アプローチ」の明確化・再提示のために、
以下の調査研究を行う。 
A. 文献調査（「生活改善アプローチ」関連文書） 
「生活改善アプローチ」関連の文書（研究会議事録な
どを含む）に反映されている多様な問題関心を再確認し、
開発協力への適用の視点から比較検討し評価する。 
B. 比較研究（他のアプローチの比較） 
Livelihood Approach、FAO の SPFS (食糧安全保障特
別プログラム)、工場改善など、他の（開発）アプローチ
との比較により「生活改善アプローチ」の特徴付けを行
い、その独自の意義を明確にする。 
C. 事例研究 
JICA の技術協力プロジェクト(PAPROSOC 等)・研
修・協力隊事業などでの「生活改善アプローチ」の適用
事例の検討を行うことにより、その意義と成果そして適
用に際しての実際上の課題について確認する。 
D. 総合 
A～C の結果を総合することにより「生活改善アプロ
ーチ」の明確化・再提示を行う。 
前回の NL 報告後の主な活動を以下に記す。 
第 22 回研究会 10 月 10 日(土)14:30‐17:30 JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
「戦後日本の農家女性の生活と生活改善施策」 
市田 知子（明治大学農学部食料環境政策学科、 
元 農業総合研究所研究員・農林省生活改善課併任） 
特別セッション 10 月 15 日(木) 19：30-21：30 
 保健会館新館 ジョイセフ 
報告テーマ・発表者： 
「中国貴州省道真県・雷山県住民参加型総合貧困対策
モデルプロジェクトにおける実践・成果・教訓」 
本間 由紀夫氏 （ジョイセフ 家族計画国際協力財団 
事務局長補） 
－ 7 － 
第 23 回研究会 10 月 31 日(土)14:30-17:30 JICA-TIC 
報告テーマ・発表者： 
「生活改善アプローチ」の明確化：国際協力における
概念共有促進を考える 
佐藤  峰 （JICA 中南米部 専門調査員） 
「生活改善アプローチ」の再定式：開発協力への適用
に向けて 
柳原 透（拓殖大学 国際学部/国際協力学研究科） 
これらの活動を通じて、研究計画に示した A～D の
課題につき一応の満足をしうる成果を上げ、今後の課題
について明確にし、また関連する諸研究分野および実務
界の関心との対応関係を明らかにすることができた。こ
れらの成果につき、学会大会での報告、学会誌その他で
の論文掲載あるいは出版を通じて、学会内外に発信する
所存である。 
3 年間の研究部会活動を通じてご支援ご協力をいただ
いた学会員の皆様に厚くお礼を申し上げます。 
 
国際環境協力研究部会 
 
主査： 北脇 秀敏（東洋大学） 
 
 当研究部会は開発途上国における環境衛生（上下水道、
ごみ・し尿処理）や自然環境の分野における国際協力手
法の研究を目的として活動を継続しております。ここに
最近の活動経過と今後の活動予定とを報告します。 
① 国際環境協力通信 No.31(2010 年 1 月号)発行 
「リープ・フロッグの成功条件は」「国際厚生事業団の
水道分野の国際協力について」等の記事をＡ４版４ペー
ジにまとめ発行しました。 
②  国際環境協力研究部会講演会開催 
第 26回の研究部会講演会は、平成 22年 3月 13日（土）
に東洋大学白山第二キャンパスにおいて開催されました。
今回は「水供給分野の国際協力における総合援助手法に
関する研究」のテーマで国包章一、浅見真理、橋爪真弘、
五十嵐堅治、眞子岳、北脇秀敏らがそれぞれの研究の進
捗を発表しました。主な内容はバングラデシュ及びカン
ボジアにおける地下水中のヒ素対策や途上国における水
系感染症対策ですが、途上国における水の安全に関する
幅広いプレゼンと意見交換とが行われました。 
 「日本の地域振興と国際協力」研究部会 
 
主査： 木全 洋一郎（JICA） 
 
本部会は 3 年次を最終年次と位置づけ、これまでの研究
活動の総括する意味で、「国境を越える地域づくり」（仮
題）と称する書籍の出版を計画しています。 
 現在、部会に所属している会員の他、日本の地域で地
域づくりと両立する形で国際協力を実施している当事者
の方々にもご協力頂き、取り組み事例をまとめ、教訓を
抽出する形で執筆を進めています。 
 現在の予定では、2010 年以内に出版することを目標に
しています。 
 
 「島嶼社会の振興開発と内発的発展」 
研究部会 
 
主査：松島 泰勝（龍谷大学） 
 
2009 年度における国際開発学会「島嶼社会の振興開
発と内発的発展」研究部会の研究活動についてご報告申
し上げたい。本研究部会は 2009 年 11 月の国際開発学会
総会において承認され、同年度内に２回の研究会を開い
た。第一回「島嶼社会の振興開発と内発的発展」研究部
会の研究会が、2010 年 2 月 26 日（金）の 13 時から 18
時まで沖縄大学において開催された。各論台と発表者は
次の通りである。 
１．「周辺における内発的発展―沖縄と東南アジア（タ
イ）」鈴木規之（琉球大学） 
２．「在沖米軍人等の施設・区域外居住に関する一考察」 
友知政樹（沖縄国際大学） 
３．「観光先進地・座間味村のジレンマ―ゴミ問題・水不
足・共同体変容」与那嶺功（沖縄タイムス社） 
４．「奄美群島におけるＵＩＯ Turn 促進による地域活
性化の可能性」東江日出郎（南西地域産業活性化セン
ター） 
５．「グアムにおける米軍基地機能強化と島嶼社会経済
との関連について」松島泰勝（龍谷大学） 
司会：松島 泰勝 
本研究会では、沖縄とタイにおける内発的発展の比較、
米軍基地周辺の民間住宅地に建設された米軍人用住宅
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に伴う経済問題、在沖海兵隊の移設先とされているグア
ムにおける基地機能強化にともなう社会経済的問題、面
積が狭い島嶼地域である座間味村において急激に発展
した観光業により生じた社会経済的問題、１９５３年に
日本に復帰して以来人口減少問題に直面している奄美
諸島を対象にした島外からの移住に重点をおいた地域
活性化策の検討等に関する報告が行われた。本研究会に
おいて仲座会員（沖縄キリスト教短期大学）他、非会員
の市民含めて約 30 人が各発表を踏まえて活発な議論を
行った。なお本研究会は沖縄大学地域研究所との共催と
いう形で開催された。沖縄大学の緒方地域研究所所長、
同研究所職員の方には会場の貸出、研究会の準備に際し
て多大な支援を頂戴した。心よりお礼を申し上げたい。 
次に、2010 年 3 月 1 日 13 時から 18 時まで、明治学院
大学白金台校舎において開催された第二回「島嶼社会の
振興開発と内発的発展」研究部会の研究会についてご報
告したい。各 論題と発表者は次の通りである。 
１．「軍事基地跡地利用開発の検証―沖縄の持続可能な発
展へ向けて」真喜屋美樹（早稲田大学大学院博士課程） 
２．「琉球弧における内発的発展」松島泰勝（龍谷大学） 
３．「焼畑から常畑へ：ソロモン諸島における有機農法
普及プロジェクトの社会文化的妥当性」関根久雄（筑
波大学） 
４．「南太平洋における中国・台湾の存在」三田剛史（早
稲田大学現代政治経済研究所）  
司会：松島 泰勝 
本研究会では沖縄島の北谷、那覇、読谷における米軍
基地跡地利用事例の相互比較と内発的な跡地利用の提
言、日本復帰後の沖縄振興開発のサーベイと琉球列島に
おける内発的発展の検討、ソロモン諸島におけるＮＧＯ
による有機農法普及プロジェクトに伴う社会文化的諸
問題の検討、太平洋島嶼に対する中国や台湾による外
交・援助政策とその島嶼国への影響等について報告が行
われた。 
本研究会には、勝俣会員（明治学院大学）、杉原会員
（東京農業大学）、金城会員（東海大学）、東京農業大学、
東京大学、横浜国立大学の院生会員、その他、非会員の
方々、約１５人が各報告に対して活発な議論を行った。
なお、本研究会は明治学院大学国際平和研究所との共催
で開催された。同研究所の竹尾所長そして職員の方々に
は、会場の貸出、研究会の準備等に際して多くの支援を
頂戴した。心よりお礼を申し上げたい。 
2009 年度内に実施された 2 回の研究会では、琉球列
島、太平洋諸島という島嶼地域が抱える様々な開発を巡
る政治経済的、文化的諸問題に対して、各島嶼の実態を
踏まえて、内発的発展の方向性を明らかにするとともに、
どのように具体的対策を展開していくのかという問題
意識を共有しながら、会員、一般市民による積極的な議
論を行うことができたと考える。 
 
「障害と開発」研究部会 
 
主査：森 壮也 
（日本貿易振興機構・アジア経済研究所） 
 
 本部会は、2009 年 11 月の理事会および総会にて活動
が承認されて、国際開発学会で初めてのこの分野の部会
として発足いたしました。 
開発途上国における障害者の問題と開発の問題との間
に横たわる諸問題を議論・研究するという新しい部会で
す。近年の大会でもこの分野の報告が増えてきているこ
とを踏まえて、開発の重要な問題としてさらなる取り組
みを期待されたものかと思います。部会員一同、身が引
き締まる思いでこの度の発足を受け止めております。 
2006 年に国連総会で採択され、2008 年に発効いたし
ました障害者の権利条約も、国際社会が取り組む開発の
目標、MDG への障害の包摂をひとつの大きな課題とし
て成立したものです。こうした大きな問題に学術と実践
の双方の立場からどのように取り組むのか、私たちは国
際開発学会の場を活用して、研究を進めて参ります。今
年度の最初の研究会は、障害と開発とジェンダーという
3 つの問題の接点での研究を取り上げる予定で、現在、
準備を進めております。具体的な日程等、決まり次第、
国際開発学会メーリング・リストで皆様には詳細をお知
らせしたいと考えております。多くの会員諸兄諸姉のご
参加、積極的な議論を期待しております。 
 
院 生 部 会 
 
主査：堀 佐知子 
（東京大学大学院） 
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■新規執行メンバー紹介 
 院生部会は代替わりし、新たに下記のメンバーで活動
していくこととなりました。引き続きご指導ご鞭撻のほ
ど、宜しくお願い申し上げます。 
第 14 代主査：堀佐知子（東京大学大学院）、副主査：
丸岡聡（同上）、執行メンバー：東淳司（同上）、金巻あ
ゆか（同上）、佐藤壮夫（同上）、只野幸奈（横浜市立大
学大学院）  
■第165回月例研究会報告 
日時：2010 年 2 月 27 日（土）13：45～17：50 
場所：東京大学弥生キャンパス農学部 7 号館 B 棟 
今回の月例研究会は、院生部会 OB の方々からの報告
と開発研究勉強会のグループ発表を含む、発表者 7 名の
大規模な研究会となった。発表要旨を以下に記す。 
① 加賀美 英子（東京大学大学院医学研究科 国際保
健学専攻）、「インドネシア西ジャワ州の健常学堂にお
ける断食月（ラマダン）中の体内水分状態変化と尿中
ナトリウム、カリウム、バソプレシン変化に関して」 
イスラム教徒の断食が学童の健康に及ぼす問題を、
脱水状態に着目して検討した。体内水分状態に関する
研究は数多く行われているが、脱水状態になりやすい
学堂についての検討はないと指摘した。その上で、学
童を対象とし、体内水分状態の指標である尿浸透圧を
用いて検討を行うと共に、体内水分状態に関わる尿中
パラメータの日間変化の有無を明らかにした。 
② 岩内 秀徳 教授（富山大学、院生部会 OB）、「在
アジア日系企業の経営行動、シンガポール、タイ、マ
レーシア、インドネシアにおける日本企業（電気機器）」 
 メーカーを中心とした日系企業は盛んに海外へ進出
しているがそこにはいくつかの弊害がある。今回の発
表では主に事業運営の現地化とヒューマンリソースマ
ネジメントの理論と実践の乖離、という視点から発表
して頂いた。 
③ 増川 邦弘氏（㈶日本立地センター、院生部会 OB）、 
「欧州におけるクラスター政策と日本の課題」 
 制度整備の面で先行する欧州各国の現状と日本のそ
れを比較し、今後の日本の採るべきクラスター政策の
課題と展望についてお話を頂いた。 
④ 開発研究（内発的発展論）勉強会 研究成果報告 
 Ⅰ.川瀬 翔平（東京大学公共政策学教育部国際公共
政策コース）「内発的発展論はどこへ行くのか？」、Ⅱ.
菊地由香（同新領域創成科学研究科国際協力学専攻）
「バリ観光開発と内発的発展の相互依存―動学的視座
とその可能性」、Ⅲ.華井和代（同公共政策学教育部国
際公共政策コース）「政策主導の内発的発展―ケニアの
ユースグループ活動を事例に」、Ⅳ.中川恵理子（同公
共政策学教育部経済政策コース）「地域開発における人
的ネットワークの役割」。 
 まず川瀬が、内発的発展という概念に対する考察を
行い、概念上の課題を提示し、内発的発展論が理論と
して人々の指針となるための提案を行った。続いて菊
地と華井が内発的発展の事例研究について発表した。
菊地は、開発現場の構造を政府等の大きな権力と地域
住民という 2 項対立としてではなく実態に忠実に捉え
ることで、内発的発展が継続するメカニズムを分析す
る視座を与え得ると提案した。華井は、政府主導の開
発であっても、住民の主体性を引き出して地域の調和
的発展を目指す活動の場合には、内発的発展になり得
ることを検証した。最後に中川が、内発的発展研究の
不足について考察を行い、人的ネットワークの形成や
蓄積のメカニズムについて明らかにする必要があると
指摘した。 
■次回、第166回月例研究会のお知らせ 
開催日：2010 年 5 月 1 日（土） 
発表者：東京大学大学院新領域創成科学研究科国際協力
学専攻より 2 名 
時間・場所・要旨等の詳細は、後日メーリングリ
ストにてお知らせ致します。 
 
－ 10 － 
国際開発関連新刊書 
 本ニューズレターでは、国際開発・国際協力関連の新刊書ご紹介のコーナーを 4 月、11 月の年２回も受けること
になりました。BOOK Web データや大手書店、そしてアジア経済研究所図書館の新刊書案内から開発関連書をピ
ックアップしています。コピーは、書店広告や当該書目次、上記案内等から抜いており、国際開発学会の見解を反
映するものではありません。紹介洩れ等、お気づきの点は、担当の中野佳裕（nakano.aube@gmail.com）までお知
らせ下さい。 
 
開発理論 
 
 
NO PHOTO 
国際公共財の政治経済学 危機・構造変化・国際協力  
佐々木隆生【著】岩波書店 
2010/03 出版 ¥3,500  
２００８年に始まった経済危機は、グローバル・エコノミー時代における国際公共財供給の重要性を改め
て示した。国際公共財の歴史的展開を整理・分析し、ネオ・リベラル終焉後の現代に相応しいＧ２０によ
る新たな姿を模索する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開発経済学―平和のための経済学 
郭洋春【著】法律文化社 
2010/02/20 出版 ¥2,300  
第１部 開発経済学の生成（開発経済学の今日的課題―南北格差の拡大；萌芽期の開発経済学―「東西対
立」と「南北対立」の狭間から生まれた開発経済学） 
第２部 開発経済学の展開（物的成長から人間の成長への開発経済学―Ｂａｓｉｃ Ｈｕｍａｎ Ｎｅｅ
ｄｓアプローチ；もう１つの潮流としての開発経済学―従属理論の発展と開発途上国；復活した新古典派
経済学―『ＯＥＣＤレポート』の衝撃） 
第３部 開発経済学の発展（量から質への転換を図る開発経済学―人間開発・社会開発；市場の論理に挑
戦する制度派経済学―社会的共通資本としての制度派経済学） 
第４部 開発経済学の再構築（循環の経済学；地域自立の経済学；持続可能の経済学）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
勁草テキスト・セレクション 国際開発学入門―開発学の学際的構築 
大坪滋, 木村宏恒, 伊東早苗【編】 勁草書房 
2009/12/25 出版 ¥3,300  
国際開発学の学際性を追求し、開発学と開発政策の全体像を示した意欲作。 
開発経済学、開発政治学、開発社会学をコアに、「多学問領域ネットワーク型研究」を構築。 
文献・インターネットリソースガイドつき。 
国際開発学へのいざない 
第１部 開発、国際開発とは何か（開発経済学の視座；開発政治学の視座；開発社会学の視座） 
第２部 国際開発の主要課題（貧困；ガバナンス；グローバリゼーション；農村；教育；環境；平和） 
国際開発学の学際的構築  
 
貧困問題とは何であるか―「開発学」への新しい道 
下村恭民, 小林誉明【編著】 勁草書房  
2009/11/25 出版 ¥3,200  
貧困の社会科学へ。学際的な貧困研究を通じて浮かび上がる新たな「開発学」の姿。 
途上国の人々の状況を改善するための道筋を提示する。 
「われわれは貧困について、どれだけのことを理解しているだろうか」。貧困に関して、語る、問う、調
べる、学ぶ、気づく、知る、行動する、実践する、現場 に行く、展望する、提案する──「貧困の社会
科学」が必要だ。途上国の経済社会には、固有の「成果をあげるしくみ」が埋め込まれている。貧困な国々、
人々 が「もっているもの」の力。 
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 慶應義塾大学東アジア研究所叢書 協働体主義―中間組織が開くオルタナティブ 
田島英一，山本純一【編著】 慶應義塾大学出版会 
2009/11/05 出版，¥4,500  
中間組織の地域的多様性―中間組織（ＮＧＯ、協同組合、市民団体、住民組織）が異なる文脈（地域）で
持つ意味と、それぞれの市民社会、市民的公共性の可能性を探る。 
第１部 実質的価値と中間組織 
第２部 制度世界と中間組織 
第３部 ローカル・ガバナンス、民際協力と中間組織 
 
経済開発政策論 
高梨和紘【著】 文眞堂  
2009/10/15 出版 ¥2,900  
開発経済学のフロンティアを拡大。 
発展途上国貧困層が経済的自立への意欲と潜在的能力を有することを前提とした、２つのプロジェクトを
取り上げ、参加農民が獲得する経済的ならびに心理的メリットを分析。 
生産・販売活動におけるライバルとの競争や、民間金融機関のＣＳＲ活動としての小口融資プロジェクト
への参入の実態と見通しについても論及する。 
 一次産品問題を考える―史的考察・国際金融・大恐慌 
宮川典之【著】，文眞堂 
2009/10/01 出版，¥2,000  
このところ話題に事欠くことのない一次産品の抱える諸問題に対して多角的な分析を試みたのが、本書で
ある。根底に流れるのは歴史構造主義的パースペクティヴであり、歴史を動かした一次産品、交易条件論
争、天然資源ブーム、一次産品の国際金融化、フェアトレード運動、および近年の「大恐慌」まで多岐に
わたる問題を縦横無尽に論じている。 
 
人間の安全保障 
 人間の安全保障―国家中心主義をこえて 
武者小路公秀【編著】 （京都）ミネルヴァ書房 
2009/11/10 出版 ¥3,500  
 
人間の安全保障は、これまでの国家を中心とした安全保障ではなく、人間を中心に据えた安全保障のあら
たな概念として国連開発計画ならびに「人間の安全保障」委員会で主張され、おおいに注目を浴びている。
本書はこの概念が開くあらたな地平を開発・外交・紛争といったさまざまな視野から詳解する。 
 世界銀行アトラス 人間の安全保障はどう守られているか 
原書：miniAtlas of Human Security 
世界銀行人間の安全保障報告プロジェクト（ＨＳＲＰ）【編著】 小松由紀子【訳】 一灯舎；オーム社 
2009/10/26 出版 ¥1,200  
 
本書は地球規模での人間の安全性についてまとめたもので、１９４６年以降に起きた軍事的な対立につい
て豊富な情報を多数の地図や図表を用いて、一目でわかりやすく提供しています。 
これらの地図や図表によって、いかに政治的暴力がおこなわれ、それらが貧困と紛争に繋がり、ひいては
子供の兵士への利用を含む人権の侵害、そして戦争の原因などとなったかが明示されます。 
巻末には、国別の統計資料、用語集も掲載しています。 
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グローバリゼーション 
 
NO PHOTO 
グロ－バリゼ－ションと暴力 マイノリティ－の恐怖  
アルジュン・アパドゥライ【著】,  藤倉達郎【訳】世界思想社  
2010/03 出版 ¥3,000 
 
「文明の衝突」ではない。「文明の殺戮」だ。国民国家が力を失い、人びとのアイデンティティーがゆらい
でいる現在、暴力こそが不安を解消するための手段となる。文化人類学の巨匠が、テロや民族殺戮など、
グローバル化の暗黒面と対峙する！ 
 ２１世紀叢書 グローバル化を超える市民社会―社会的個人とヘゲモニー 
斉藤日出治【著】 新泉社 
2010/02/25 出版 ¥2,300  
 
金融資本主義と新自由主義の破綻が語られるなか、社会の理念を再構築する力をもった新たな思想が求め
られている。 ３人の古典思想家マルクス、グラムシ、ルフェーヴルの方法概念を手がかりに、ポスト・
グローバリゼーションの歴史的選択の方向性をアクチュアルに提示する。 
 
 
NO PHOTO 
広島市立大学国際学部叢書 多文化・共生・グローバル化―普遍化と多様化のはざま 
広島市立大学国際学部国際社会研究会【編】ミネルヴァ書房 
2010/02/10 出版 ¥4,500  
経済・政治活動のグローバル化に伴い、普遍化と多様化のジレンマが様々な局面で顕在化しつつある。 
そうしたなかで、世界の平和と一人ひとりの人権が尊重される真の共生を実現していくための課題と方策
を、人文科学・社会科学の学際的視点から、幅広く議論する。 
 ＭＩＮＥＲＶＡ人文・社会科学叢書 
グローバル・タックスの可能性―持続可能な福祉社会のガヴァナンスをめざして 
上村雄彦【著】，ミネルヴァ書房 
2009/11/20 出版，¥4,000  
加速する環境破壊、拡大する貧富の格差、終わりの見えない紛争、食糧不足や資源の枯渇、感染症の蔓延
…。「有史以来の危機」に瀕し、地球が抱える問題群は深刻さを増している。 
いかにしてこれらの問題を解決し、環境と調和した公正で平和な社会（＝持続可能なグローバル福祉社会）
を創造できるか。本書は、現代世界における地球規模問題を解決するために、「グローバル・タックス」と
いう処方箋を示し、新たなグローバル・ガヴァナンスの姿を検討する。 
持続可能なグローバル福祉社会をめざして 
日本 
 
NO PHOTO 
 
『島嶼沖縄の内発的発展』 
西川 潤・松島泰勝・本浜秀彦編，藤原書店 
2010/3/20 出版，¥5,500 
内発的発展論を踏まえた 21 世紀沖縄の将来像。アジア海域世界の要所に位置し、真の豊かさをもつ沖縄。
本土依存型の開発を見直し、歴史的、文化的分析や現場の声を通して、14 人の著者がポスト振興開発期の
沖縄が直面する選択を展望。国際開発学会 2007 年沖縄大会の研究成果を盛り込む。 
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 沖縄論―平和・環境・自治の島へ 
宮本憲一(ミヤモト ケンイチ) 川瀬光義【編】，岩波書店 
2010/01/28 出版，¥3,900  
本土の圧倒的無関心の下にグアム移転協定は調印されたが、鳩山新政権誕生後に普天間基地移設問題が焦
点となっている。名護市辺野古への新基地建設について、急速に反対が強まりつつある。 
どうすれば沖縄は米軍基地の島から脱却することができるのか。経済の自立と環境保全に向けて、いま緊
急の課題とは何か。本書はこの十年間の政治・経済・社会状況を踏まえ、沖縄県内と本土の研究者が共同
して沖縄の現状を解明。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
本の新たな「第三の道」―市場主義改革と福祉改革の同時推進 
ギデンズ，アンソニー【著】，渡辺聰子【訳】，ダイヤモンド社 
2009/11/27 出版，¥2,000  
日本は、資本主義経済と議会制民主主義の歴史においては後発国であるが、それゆえに西欧諸国の過去一
世紀の経験に学び、彼らと同じ轍を踏むことを避けることができる。今後、日本が経済再生を果たし、市
場の繁栄と健全な福祉制度を両立させ、激しく変化する世界の中で自らの意見や立場を主張していくとい
うことはけっして容易ではないだろう。しかしそれは「可能である」と私たちは考える。本書は、こうし
た目標を実現するために今後日本がとるべき方向性と方法論を提示するものである。 
 
 
 
日本の人口問題と社会的現実〈第１巻〉理論篇 
若林敬子【著】東京農工大学出版会 
2009/10/30 出版 ¥3,600  
１ 人口問題の現状―人口動態・少子超高齢化 
２ 地域人口移動 
３ 社会開発・コミュニティ論 
４ 人口資質と年齢構造 
５ 農村における学習・意識・家族  
 
 
アジア地域 
 中国の経済発展と資源配分 １８６０‐２００４ 
袁堂軍【著】 東京大学出版会 
2010/02/19 出版 ¥7,000  
本書の内容と構成 
第１部 初期条件と制度変遷（経済発展の経過（１８６０～２００４年） 
第２部 部門間資源配分（価格政策と資源移転（１９５２～２０００年） 
要素市場の分断と物価水準の長期推移（１９５２～２０００年） 
第３部 市場化と生産性（市場化と資源再配分（１９７８～９７年） 
企業生産性と国際競争力（１９９８～２００４年） 
総括と展望―結論と残された課題  
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 ポスト“改革開放”の中国―新たな段階に突入した中国社会・経済 
丸川哲史【著】作品社 
2010/01/30 出版 ¥2,400  
 
本書は、中国の基層社会・周辺地域を一年間にわたってインサイド・ウォッチした成果をもとに、これま
で語られなかった国家・経済・社会の矛盾構造を歴史的に検証し、ポスト“改革開放”に突入した中国の
今後を見通す視座を提示するものである。 
 
 
 アジ研選書 中国農村改革と農業産業化  
池上彰英, 寳劔久俊，アジア経済研究所 
2009/12 出版 ¥3,300 
 
中国のアキレス腱と言われる「三農問題」。しかし農村改革と農業産業化によって、農村部も大きく変化
している。本書は一次資料と現地調査からその実態を解き明かす。 
 
 
 中国経済成長の壁 
関志雄, 朱建栄, 日本経済研究センター, 清華大学国情研究センター【編】  
勁草書房 2009/10/25 出版 ¥2,800  
 
世界経済の成長を担う中国経済。 
その持続的成長の前に立ちはだかる「壁」を中国はいかにして乗り越えられるか。 
 
 
 研究双書 インド民主主義体制のゆくえ 挑戦と変容  
近藤則夫 アジア経済研究所 
2009/11 出版 ¥5,000 
 
インド民主主義体制の現実を議会制度、労働運動、後進階級、草の根自治、地域主義、辺境の自治、ヒン
ドゥー民族主義、テロ問題、農村の極左武装闘争等から多面的に分析。 
 
 
 研究双書 変容するベトナムの経済主体  
坂田正三 アジア経済研究所 
2009/10 出版 ¥3,600 
 
激変する経済・社会環境に戦略的に対応しながら生き残りや成長を模索するベトナムの経済主体。その姿
を描き出すことを通して、ベトナムの経済発展の現状を再評価する。 
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アフリカ地域 
 開発経済学の挑戦〈３〉開発と国家―アフリカ政治経済論序説 
高橋基樹【著】 勁草書房  
2010/01/25 出版 ¥4,200  
 
近現代史の困難と矛盾を背負ってきたアフリカの２１世紀のために…。 
政治経済学をはじめとする従来の社会科学を問い直し、開発研究と地域研究の架橋を目指す、独創的な国
家論の誕生。 
 アフリカ農村と貧困削減―タンザニア 開発と遭遇する地域 
池野旬【著】京都大学学術出版会 
2010/02/20 出版 ¥4,000  
国家や大陸レベルで見る開発経済学者はアフリカを「貧しい」という。 
しかし、実際の農村に焦点を当てると、そこには社会変動や生態環境の変化に巧みに対応し、したたかに
生き延びる農民社会がある。 
このギャップを埋めること無しに、世界はアフリカと正しく向き合うことはできない。 
緻密なフィールドワークと文献調査を組み合わせ、アフリカのリアルな可能性を示し、地域研究に新しい
地平を拓く意欲作。 
 研究双書 現代アフリカ農村と公共圏  
児玉由佳 アジア経済研究所 
2009/11 出版 ¥3,800 
 
1980 年代以降、経済自由化や民主化によって、サブサハラ・アフリカの農村は大きく変容しつつある。
詳細な現地調査に基づいて、農村の社会変容を公共圏の視点から読み解く。 
 
環境問題 
NO PHOTO 岩波テキストブックス 環境経済学講義  
吉田文和【著】岩波書店 
2010/03 出版 ¥2,400  
地球規模の環境および経済危機を統合的に解決するためには個人の能力強化と強靭な制度づくりが不可
欠である。環境経済学に「潜在能力を高める環境ガバナンス論」を取り入れることを提案する新しいアプ
ローチのテキスト。  
 環境ガバナンス叢書 温暖化防止のガバナンス 
新澤秀則【編著】 ミネルヴァ書房 
2010/02/20 出版 ¥3,800  
 
２００５年に発効したばかりの京都議定書が、排出量目標が決まっていない２０１３年以降も維持される
かどうかは予断を許さない。 
本書は、京都議定書の実施の状況に関する詳細な調査研究にもとづき、いわゆるポスト京都、ポスト２０
１２と呼ばれる、２０１３年以降にいかに国際的に温暖化対策を進めていくかの課題に応える。 
国家だけでなく、欧州連合のような国家連合、自治体、そしてＮＧＯの重層的なガバナンスに着目する。
ポスト２０１２の国際交渉―本書の概要とねらい 
－ 16 － 
 持続社会への環境論―「入会地の悲劇」を超えて 
瀬戸昌之【著】 有斐閣 
2009/12/15 出版 \1,900  
 
地球温暖化はどうすれば防止できるのか？食料や水はどこから生み出され、どこへいくのか？ごみは何が
問題なのか？社会と自然環境の破壊に共通する現象を見つめて持続社会の未来像を考える。 
 
 
 環境倫理学 
鬼頭秀一, 福永真弓【編】 東京大学出版会 
2009/12/24 出版 ¥3,000  
序章 環境倫理の現在―二項対立図式を超えて（「環境倫理」とは；二項対立図式のなかの「環境問題」
と「環境倫理」 ほか） 
１ 環境倫理が語れること（人間・自然―「自然を守る」とはなにを守ることか；自然・人為―都市と人
工物の倫理 ほか） 
２ 環境倫理のまなざしと現場（「外来対在来」を問う―地域社会のなかの外来種；「持続可能性」を問う
―「持続可能な」野生動物保護管理の政治と倫理 ほか） 
３ 環境倫理から生まれる政策（家庭から社会へ―持続可能な社会に続く道を地球温暖化問題から考え
る；知識から智慧へ―土着的知識と科学的知識をつなぐレジデント型研究機関 ほか） 
終章 恵みも禍も―豊かに生きるための環境倫理（環境倫理学はなぜ政策の問題へと至るのか；環境倫理
が必要とされる３つの領域 ほか）  
 
 
 地球温暖化対策と資金調達―地球環境税を中心に 
地球環境戦略研究機関（ＩＧＥＳ）【編】中央法規出版 
2009/12/20 出版 ¥4,000  
 
地球温暖化対策のための資金調達手法で、世界は連帯できるか。 
温暖化をはじめ地球環境問題の解決に多額の資金が必要となる今世紀、これまでにない世界規模の資金調
達方策が求められる。本書は現在までの議論の経緯を概観し、国際炭素税をはじめ世界で提案されている
４２の資金メカニズムを分類・評価。 
今後の国内外での議論に基礎情報を提供する。 
 
 
 資源環境経済学のフロンティア―新しい希少性と経済成長 
シンプソン，デビッド, トーマン，マイケル，エイヤーズ，ロバート【編著】日本評論社 
2009/11/30 出版 ¥4,000  
非市場性の環境資源に関する新しい希少性に対して、どのような公的部門の行動が必要となるのか？「環
境‐資源‐開発」の新しいパラダイムへ挑戦。 
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 東アジアの経済発展と環境政策 
森晶寿【編著】，ミネルヴァ書房 
2009/10/30 出版，¥3,800  
東アジアは、輸出主導型工業化と経済のグローバル化の進展とともに、経済面及び環境面での相互連関を
強めてきた。この域内の相互連関は、経済的及び環境的に持続的なものなのであろうか。 
また相互連関の強化を東アジアの持続可能な発展につなげるには、どのような方策が考えられるのであろ
うか。本書は、政策統合とクリーン開発メカニズムを手がかりに、東アジアにおける持続可能な発展の環
境ガバナンスを支える政策についての検討を行った。 
 
 
NO PHOTO 
地球研叢書 モノの越境と地球環境問題―グローバル化時代の“知産知消” 
窪田順平【編】昭和堂 
2009/10/30 出版 \2,300  
経済のグローバル化が進むなか、食料や木材など資源の越境移動がますます活発になっている。 
その最大の恩恵を受けているのが私たち日本人だ。 
しかし一方で産地では何が起きているのか？私たちは無関心のままでいいのか…。 
 
 
第 51回理事会の議事録 
 
             本部事務局長  
野田 真里(中部大学) 
 
開催期間：2010 年 2 月 1 日～7 日 
方  法：メールによる持ち回り 
協議事項 
報告事項 
1. 会員の退会について 
西川会長より本部事務局にて退会届 6 名を受理した
との報告があった。また、累積 3 年以上の会費滞納に
より 8 名が退会となった。理事会としてこれを了承し
た。 
協議事項 
1. 会員の入会について 
西川会長より、常任理事会にて入会申込書 21 名に
つき審査の結果、適正と認められたとの報告があった。
理事会にて協議の結果、全員の入会が承認された。 
 ＊本議事録は常任理事全員に確認のうえ掲載。 
 
第 92回常任理事会の議事録 
 
             本部事務局長  
野田 真里(中部大学) 
 
日 時：2010 年 1 月 23 日(土) 17：00-20：00 
場 所：法政大学 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民（副
会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（事務局長）、山
形辰史、磯田厚子、勝間靖、鈴木紀(文書)（各常任理
事） 
議事次第 
報告事項 
1. ニューズレターの発行について 
勝間広報委員長より、第 75 号が発刊されたとの報
告がなされた。 
2. 学会誌の刊行について 
鈴木学会誌編集委員長より文書にて、『国際開発研
究』第 18 巻 2 号が刊行されたとの報告がなされた。 
3. 名簿の発行について 
担当の磯田常任理事より、会員名簿の作成について
説明がなされた。会員の増加を見込んで、1800 部を作
成、1 月 15 日発行ニューズレターともに発送がなされ
－ 18 － 
た旨、報告があった（資料①）。 
4. 第 11 回春季大会準備状況について 
高橋大会組織委員長より、3 月 5 日にプログラム委
員会を開催、共通論題を「環境と開発」（仮）とする等
の報告がなされた。 
5. 第 21 回全国大会について 
高橋大会組織委員長より、20 周年記念大会として、
早稲田大学にて 12 月 4 日-5 日に開催することが決定
したとの報告名がなされた。なお、開催時期につき例
年よりもやや遅めとなるため、この点広報が必要との
意見が出された。 
6. 韓国国際開発協力学会の大会について 
山形国際交流渉外委員長より、以下の通り報告がな
された。 
・ 韓国国際開発協力学会（KAIDEC）2010 年大会
が、1 月 22 日に梨花女子大にて開催され、招待によ
り山形委員長および山田幹事(名古屋大学)が報告を
行った。 
・ Kim Eun Mee 教授（梨花女子大学、KAIDEC 現
国際交流担当役員・次期副会長）等 KAIDEC 執行
部と意見交換を行い、それぞれの大会への参加者の
交換、特に若手の相互参加の促進等の可能性につい
て、双方の学会で検討することとなった（資料②）。 
・ 本学会としての KAIDEC との交流・協力につい
て、山形委員長より素案の説明があり、検討の結果、
次回常任理事会にて再度正式提案のうえ協議するこ
ととなった(資料③)。 
7. その他、各委員会からの報告等 
・ 2011 年度の春季大会および全国大会の開催校等に
ついて、検討を始めることとなった。 
・ 各委員会や役職等の英文呼称の統一について意見
が出され、次回常任理事界にて検討することとなっ
た。 
協議事項 
1. 20 周年記念事業について 
下村副会長・同特別委員長より以下の通り提案がな
され、協議の結果了承された。 
1-1. 「英文図書刊行小委員会」の設置について。豊
田理事(小委員長)、西川会長、佐藤理事、松岡理事
を委員として設置することとなった。なお、本委員
会のメンバーは全員委員（理事）であり、幹事（理
事以外の会員）は存在しないため、定款 10 条によ
り理事会の決議は必要ないため、報告のみとする。 
1-2. 「「若手研究者の国際交流･人材育成支援」
（JASID-COE）」(小委員長、野田理事・事務局長)
の公募開始等について。公募要領について確認がな
され、1 月 25 日～2 月 26 日の期間、募集を受け付
けることとなった。審査体制等については次回委員
会で検討のうえ、常任理事会に提案する。 
1-3. 「2010 年全国大会イベント：20 周年記念シン
ポジウム」（小委員長：西川会長）について。テーマ
を「転換期のグローバリゼーションと国際開発」(仮)
とし、パネリスト等具体的内容については次回委員
会で検討のうえ、常任理事会に提案する。 
1-4. 「国際開発学会 20 周年記念誌」事業（小委員長、
西川会長）について。3 月末を期限に執筆依頼を行
っており、同友館より 2000 部を刊行予定。 
1-5. 「開発研究の方法論の再検討：フィールド調査
のあり方を問い直す」事業(小委員長、平山幹事)に
ついて。近く会員へのアンケートを実施し、全国大
会でセッションを持ち、成果を公表する。 
2. リポジトリについて 
鈴木学会誌編集委員長より文書にて提案があり（資
料⑥）、協議の結果次の通りとなった。 
・ 『国際開発研究』の投稿規程第 4 項（著作権の帰
属と著者による転載）を改訂する必要があり、委員
会にて再度案を検討のうえで、次回常任理事会に諮
る。 
・ 国際開発学会としてリポジトリの整備について、
委員会にて引き続き検討のうえ、次回常任理事会に
諮る。 
3. 大会における院生セッションの位置づけについて 
高橋大会組織委員長より「会員から、『院生の発表の
なかに、報告論集と実際の発表で内容が食い違がある
ものがあり、問題ではないか』、『院生ということで、
特別のセッションを設けるのは差別ではないか』との
指摘がある」との問題提起がなされた。協議の結果以
下の通りとなった。 
・ 報告論集と実際の発表の内容に食い違いが出るの
は、その後の研究の進化等もあり院生に限ったこと
ではない。また、院生セッションは本学会の特徴で
ある若手育成の教育の場という、位置づけで継続し
－ 19 － 
ていくことに問題はない。発表の質については、院
生に限らず、プログラム委員会で引き続きコントロ
ールしていく。 
・ 学会発表について行動規範(code of conduct)を定
めるよう、次回常任理事会にて提案、検討する（発
表の際のアップデートした資料の配布の義務付け、
無断欠席者の扱い等）。 
4. 入会審査について 
野田事務局長より、21 名の入会申込について提案が
あり、審査の結果、21 名が適正と認められ、理事会に
諮ることとなった。 
5. 退会について 
野田事務局長より、退会届 6 名を受理したとの報告
があり、常任理事会としてこれを了承し、理事会に報
告することとなった。 
6. 次回日程 
第 93 回常任理事会を、2010 年 4 月 10 日(土)に早稲
田大学にて開催することとなった。 
 
別添資料 ＊事務局で保管 
資料①「国際開発学会会員名簿作成を終えて（報告）」 
資料②「出張報告：韓国国際開発協力学会 2010 年大会」 
資料③「KAIDEC との交流・協力について(案)」 
資料④「「若手研究者の国際交流･人材育成支援」
（JASID-COE）公募要領」 
資料⑤「『国際開発研究』掲載文章のリポジトリ対応につ
いて」 
資料⑥「入会審査についておよび退会について」 
＊ 本議事録は常任理事全員に確認のうえ掲載。 
 
入退会員のお知らせと会員数動向 
 
        本部事務局長 
野田 真里(中部大学) 
 
入会（順不同・敬称略） 
（正会員－8 名） 
吉野あかね（非特定営利活動法人 GGP（ジェンダー地
球市民企画））、吉野 稔（福井県 農業総合試験場）、
吉田鈴香、三好崇弘（有限会社 エイエム・サービス）、
圓角史人（株式会社 コーエイ総合研究所）、片柳真里
（JICA 研究所）、熊谷信広（桜美林大学）、青柳仁士
（JICA アフガニスタン事務所） 
（学生会員－13 名） 
柏崎梢（東京大学大学院）、下村真貴子（大阪大学大学院）、
渡邊奈美子（明治学院大学 国際平和研究所 （特活）
国際子ども権利センター）、横内智則（文教大学大学院）、
草彅佳奈子（Institute of Education, University of 
London）、スンモヌ・ルワマン（北海道大学大学院）、ジ
エトロ ジョナタン カステル（北海道大学大学院）、アピ
ア・カトリン（北海道大学大学院）、李 萍（北海道大学
大学院）、山下善道（北海道大学大学院）、姫野麻美（津
田塾大学）、ルチィ・ラフマチィ（広島大学大学院）、島
津侑希（名古屋大学大学院） 
以上、21 名（正会員 8 名、学生会員 13 名）の入会が
第 51 回理事会にて承認されました。 
 
退会（順不同・敬称略－6 名） 
多賀寿江、渡部菜穂子、澤池多恵子、日下 基、大島
達也、田渕俊次 
 
学会費の 3 年以上累積滞納による退会（2009 年度末、
順不同・敬称略－8 名） 
高田実、玉田寛、小松原茂樹、宮田尚亮、清水和彦、
藤澤有希子、隈元美穂子、青竹俊英(以上 8 名) 
以上、14 名の退会を第 51 回理事会にて了承しました。 
 
＊ 会員数：1780 名 (2010 年 2 月 7 日、第 51 回理事
会承認・了承時) 
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